
「「「「労働契約法労働契約法労働契約法労働契約法のののの一部一部一部一部をををを改正改正改正改正するするするする法律法律法律法律」」」」がががが平成平成平成平成 24242424 年年年年８８８８月月月月 10101010 日日日日にににに公布公布公布公布されましたされましたされましたされました。。。。このこのこのこの改正改正改正改正ではではではでは、、、、有期労働契有期労働契有期労働契有期労働契

約約約約についてについてについてについて、、、、３３３３つのルールがつのルールがつのルールがつのルールが新新新新たにたにたにたに設設設設けられましたけられましたけられましたけられました。。。。    

今月今月今月今月はははは、、、、そのうちそのうちそのうちそのうち「「「「無期労働契約無期労働契約無期労働契約無期労働契約へのへのへのへの転換転換転換転換におけるクーリングにおけるクーリングにおけるクーリングにおけるクーリング」」」」をををを解説解説解説解説しますしますしますします    

（（（（平成平成平成平成 25252525年年年年４４４４月月月月 1111日施行日施行日施行日施行）。）。）。）。    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

    

    

    

◆◆◆◆◆◆◆◆    ３３３３    「「「「雇止雇止雇止雇止めめめめ法理法理法理法理」」」」のののの法定化法定化法定化法定化    ◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆    

「「「「同一同一同一同一のののの使用者使用者使用者使用者とのとのとのとの間間間間でででで、、、、有期労働契約有期労働契約有期労働契約有期労働契約がががが反復更新反復更新反復更新反復更新されされされされ、、、、契約期間契約期間契約期間契約期間をををを通算通算通算通算したしたしたした期間期間期間期間がががが５５５５年年年年をををを超超超超えるえるえるえる労働者労働者労働者労働者がががが、、、、

無期労働契約無期労働契約無期労働契約無期労働契約のののの締結締結締結締結のののの申込申込申込申込みをしたときはみをしたときはみをしたときはみをしたときは、、、、使用者使用者使用者使用者はそのはそのはそのはその申込申込申込申込みをみをみをみを承諾承諾承諾承諾したものとみなされるしたものとみなされるしたものとみなされるしたものとみなされる」」」」というルールというルールというルールというルール

についてはについてはについてはについては、、、、前回解説前回解説前回解説前回解説しましたしましたしましたしました。。。。このルールをこのルールをこのルールをこのルールを適用適用適用適用するするするする際際際際にににに、、、、有期労働契約有期労働契約有期労働契約有期労働契約とととと有期労働契約有期労働契約有期労働契約有期労働契約のののの間間間間にににに、、、、空白期間空白期間空白期間空白期間

（（（（同一同一同一同一のののの使用者使用者使用者使用者とのとのとのとの契約契約契約契約がないがないがないがない期間期間期間期間））））がががが、、、、原則原則原則原則６６６６かかかか月以上月以上月以上月以上あるときはあるときはあるときはあるときは、、、、そのそのそのその空白期間空白期間空白期間空白期間よりよりよりより前前前前のののの有期労働契約有期労働契約有期労働契約有期労働契約はははは、、、、

５５５５年年年年のカウントにのカウントにのカウントにのカウントに含含含含めないめないめないめないこととこととこととこととされていますされていますされていますされています。。。。これをクーリングといいますこれをクーリングといいますこれをクーリングといいますこれをクーリングといいます。。。。クーリングされたクーリングされたクーリングされたクーリングされた場合場合場合場合、、、、そのそのそのその

要件要件要件要件にににに該当該当該当該当したしたしたした空白期間後空白期間後空白期間後空白期間後のののの契約期間契約期間契約期間契約期間からからからから、、、、通算契約期間通算契約期間通算契約期間通算契約期間のカウントがのカウントがのカウントがのカウントが再度再度再度再度スタートしますスタートしますスタートしますスタートします。。。。    

    

【【【【クーリングクーリングクーリングクーリング】】】】    

①①①①    空白期間空白期間空白期間空白期間のののの前前前前のののの契約期間契約期間契約期間契約期間がががが１１１１年以上年以上年以上年以上のののの場合場合場合場合    

例例例例））））１１１１年年年年のののの有期労働契約有期労働契約有期労働契約有期労働契約のののの更新更新更新更新をををを繰繰繰繰りりりり返返返返すすすす場合場合場合場合 

   

 

 

  

 

    

②②②②    空白期間空白期間空白期間空白期間のののの前前前前のののの契約期間契約期間契約期間契約期間がががが１１１１年未満年未満年未満年未満のののの場合場合場合場合    

例例例例））））４４４４かかかか月月月月のののの有期労働契約有期労働契約有期労働契約有期労働契約のののの更新更新更新更新をををを繰繰繰繰りりりり返返返返すすすす場合場合場合場合    
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契約期間の通算とクーリングについて 改正労働契約法の解説③

空 

６か月未満 

１年 １年 空白空白空白空白    

申
込
み 

←
転
換 

契約期間契約期間契約期間契約期間をををを通算通算通算通算してしてしてして５５５５年超年超年超年超    

１年 １年 １年 １年 １年 １１１１年年年年    無期契約 

←
更
新 

←
更
新 

←
更
新 

←
締
結 

←
更
新 

←
更
新 

通算されない 

６６６６かかかか月以上月以上月以上月以上    

←
更
新 

←
更
新 

←
更
新 

４か月 ４か月 ４か月 ４か月 更新が繰り返されたと仮定 ４か月 

厚生労働省令厚生労働省令厚生労働省令厚生労働省令でででで定定定定めるめるめるめる

期間期間期間期間以上以上以上以上    

空白空白空白空白    

申
込
み 

←
転
換 

４４４４かかかか月月月月    無期契約 

←
締
結 

←
更
新 

契約期間契約期間契約期間契約期間をををを通算通算通算通算してしてしてして５５５５年超年超年超年超    通算されない 

☆☆☆☆詳細詳細詳細詳細はははは、、、、厚生労働省厚生労働省厚生労働省厚生労働省のホームページからもごのホームページからもごのホームページからもごのホームページからもご覧覧覧覧になれますになれますになれますになれます。。。。    

しかししかししかししかし、、、、要件要件要件要件がががが色色色色々々々々とあるとあるとあるとある規定規定規定規定ですですですです（（（（特特特特にににに、、、、②②②②のののの「「「「厚厚厚厚生労働省令生労働省令生労働省令生労働省令でででで定定定定めるめるめるめる期間期間期間期間」」」」のののの求求求求めめめめ方方方方はははは複雑複雑複雑複雑ですですですです）。）。）。）。是非是非是非是非、、、、専門専門専門専門

家家家家であるであるであるである社会保険労務士社会保険労務士社会保険労務士社会保険労務士におにおにおにお尋尋尋尋ねくださいねくださいねくださいねください。。。。    



改正改正改正改正安定法安定法安定法安定法にににに企業企業企業企業はどうはどうはどうはどう対対対対応応応応するかするかするかするか？？？？    

◆◆◆◆経団連経団連経団連経団連によるによるによるによる調査結果調査結果調査結果調査結果    

改正高年齢者雇用安定法の施行が今年４月１日に

迫っています。他社ではどのように対応しようと考え

ているのかが気になるところでしょう。 

ここでは、日本経済団体連合会（経団連）から発表

（昨年 10月）された「2012年 人事・労務に関する

トップ・マネジメント調査」の結果をご紹介します。 

◆◆◆◆法改正法改正法改正法改正でででで必要必要必要必要となるとなるとなるとなる対応対応対応対応はははは？？？？    

上記アンケートにおける「高年齢者雇用安定法の改

正に伴い必要となる対応」（複数回答）との質問に対

する回答結果（上位 10位）は、次の通りとなってい

ます。 

（１）高齢従業員の貢献度を定期的に評価し処遇へ反

映する 

（２）スキルを活用できる業務に限りがあるため提供

可能な社内業務に従事させる 

（３）半日勤務や週２～３日勤務による高齢従業員の

ワークシェアを実施する 

（４）高齢従業員の処遇（賃金など）を引き下げる 

（５）若手とペアを組んで仕事をさせ後進の育成・技

能伝承の機会を設ける 

（６）60 歳到達前・到達時に社外への再就職を支援

する 

（７）60歳到達前・到達時のグループ企業への出向・

転籍機会を増やす 

（８）新規採用数を抑制する 

（９）60歳到達前の従業員の処遇を引き下げる 

（10）従来アウトソーシングしていた業務を内製化

したうえで従事させる 

◆◆◆◆賃金賃金賃金賃金をどのようにをどのようにをどのようにをどのように設定設定設定設定するかするかするかするか？？？？    

上記（９）に関連した具体的な動きとして、NTT

グループでは、現役世代（40～50 代）を中心に賃金

額を抑制して、60 歳以降の賃金原資を確保するとい

う方針を示していますが、20 歳代の従業員を中心に

反対意見が多い一方、60 歳代では賛成意見が多いと

のことです。 

「現役世代の賃金」、「60歳以降の賃金」をどのよう

に設定するかは、各企業のフトコロ事情により大きく

異なりますが、これからの大きな課題と言えるでしょ

う。 

「「「「中高年従業員中高年従業員中高年従業員中高年従業員のののの戦略的活用戦略的活用戦略的活用戦略的活用」」」」にににに向向向向けけけけ    

◆◆◆◆悩悩悩悩みのみのみのみの種種種種はははは「「「「モチベーションのモチベーションのモチベーションのモチベーションの低下低下低下低下」」」」    

高年齢者雇用安定法の改正等により 60歳以降も働

く人が増えています。企業においても、業種や職種に

よっては、「中高年者を積極的に活用していきたい」

と考えているところもるようです。ところが、こうし

た企業に共通する悩みがあることが、研修会社等が実

施した調査により、わかっています（エム・アイ・ア

ソシエイツ株式会社実施アンケート等）。 

その悩みとは、「モチベーションの低下」です。現

役世代においても、昇進の可能性がなくなったり、役

職定年制により肩書きがなくなったりした後にはモ

チベーションが下がる傾向にあることがわかってい

ますが、継続雇用後は、手取り賃金が少なくなったり、

担当する業務が変更になったりすることから、一層モ

チベーションが低下してしまう傾向にあるようです。 

◆◆◆◆どのようなどのようなどのようなどのような研修研修研修研修メニューがメニューがメニューがメニューが有効有効有効有効かかかか？？？？    

継続雇用後のモチベーションの維持・向上には、次

のような流れで研修を実施すると効果的なようです。 

（１）継続雇用後の環境の変化を受け止め、自らのも

のの見方や考え方の転換を促す 

（２）これまでの自分を振り返り、強みを再確認する

ことで自信を持ってもらう 

（３）理想の将来を実現するために効果的な選択は何

かを考えてもらう 

（４）これから会社でどのようなことに取り組んでい

くかを決めてもらう 

研修スタイルとしては、ゲームやグループディスカ

ッションを交えた、五感に訴えるスタイルのほうが効

果的なようです。 

◆◆◆◆今後必要今後必要今後必要今後必要なことはなことはなことはなことは？？？？    

これまで、企業が行う研修費用の多くは、新入社員

研修や幹部候補育成研修等に充てられており、中高年

者活用のための研修を実施しているところは少数に

とどまっています。 

しかしながら、継続雇用や再雇用により中高年者を

雇用し続けるとなれば、企業はそれに見合う労務提供

を受けるためにも、モチベーションの維持・向上を図

りながら、中高年者に求める技能・能力を具体的に示

し、自社に貢献する従業員となってもらうことを求め

ていく必要があるでしょう。 



厚生労働省厚生労働省厚生労働省厚生労働省がががが職場復帰職場復帰職場復帰職場復帰支援支援支援支援をををを強化強化強化強化へへへへ    

◆◆◆◆40404040歳代歳代歳代歳代、、、、10101010～～～～20202020歳代歳代歳代歳代のののの「「「「心心心心のののの病病病病」」」」がががが増加増加増加増加    

日本生産性本部メンタル・ヘルス研究所が、昨年６

月から８月にかけて実施した「メンタルヘルスの取り

組みに関する企業アンケート調査」（上場企業が対象）

の結果によると、「最近３年間における心の病」が「増

加傾向」であると回答した企業は 37.6％で、「横ばい」

と回答した企業は 51.4％だったそうです。 

また、「心の病」を抱える従業員の年齢層は、30歳

代の割合が前回調査の 58.2％から 34.9％に減少しま

したが、40 歳代では 22.3％から 36.2％に増加、10

～20歳代でも 13.9％から 18.8％に増加しています。 

◆◆◆◆重要重要重要重要なななな「「「「職場復帰支援職場復帰支援職場復帰支援職場復帰支援」」」」のののの取組取組取組取組みみみみ    

メンタルヘルス対策として特に重要なのは「職場復

帰（復職）支援」だと言われています。しかし、中小

企業においては人的・経済的な余裕がなく、メンタル

不調で休職した従業員の職場復帰を支援することに

まで手がまわらないのが現状です。 

そんな中、厚生労働省では、中小企業における職場

復帰支援を強化する方針を打ち出しました。うつ病な

ど心の病で休職した従業員が職場復帰する際に必要

となる企業によるケアや労務管理などについて例示

したプログラムモデルを、企業規模や業種別に応じて

作成するもので、2013 年度予算の概算要求に関連す

る事業費を盛り込んだと発表しました。 

◆◆◆◆メンタルヘルスメンタルヘルスメンタルヘルスメンタルヘルス対策対策対策対策にににに対対対対するするするする国国国国のののの姿勢姿勢姿勢姿勢    

また、昨年 12月に厚生労働省の労働政策審議会が

建議した「今後の職場における安全衛生対策につい

て」にも、「職場における受動喫煙防止対策の抜本的

強化」などのほか、「職場におけるメンタルヘルス対

策の推進」も盛り込まれました。その主な内容は、 

（１）管理職に対する教育 

（２）職場のメンタルヘルス対策に関する情報提供の

充実 

（３）不調者に適切に対応できる産業保健スタッフの

養成・活用 

（４）配置転換等のストレスが高まる時期における取

組みの強化 

（５）うつ病等による休業者の職場復帰のための支援

の実施 

国としても、まだまだメンタルヘルス対策に力を入

れていく姿勢がうかがえます。 

社員社員社員社員のののの健康管理健康管理健康管理健康管理にににに関関関関するするするする取組取組取組取組みみみみ加速加速加速加速    

◆◆◆◆健診健診健診健診をををを受診受診受診受診しないしないしないしない社員社員社員社員とととと上司上司上司上司はボーナスはボーナスはボーナスはボーナス減額減額減額減額！！！！    

コンビニエンスストア大手のローソンが発表した、

健康診断に関する新制度が話題になっています。健康

診断を受けない社員に対し、会社は３回程度、受診す

るよう促し、それでも受診しない社員についてボーナ

スの 15％、その上司についても 10％を減額するとい

う制度です。 

かなりのインパクトがある制度ですが、同社では、

健康診断受診率が約 83％にとどまっていることから、

健康で長く勤めてもらうために、あえてこうした制度

を導入することにしたそうです。もちろん、会社の医

療費負担の軽減にもつながるでしょう。社員の健康管

理に関する取組みが、ますます進んでいるようです。 

◆◆◆◆安全配慮義務違反安全配慮義務違反安全配慮義務違反安全配慮義務違反によるによるによるによる高額高額高額高額なななな賠償金賠償金賠償金賠償金    

社員が健康診断を受診しないことは、「安全配慮義

務違反」による会社のリスク要因となります。また、

受診していなかった社員の健康状態が関係した労災

事故等が発生し、社員が死亡してしまったような場合

には、裁判となり、相当高額な賠償金の支払いが会社

に命じられる可能性があります。賠償額が 1億円を超

える判例もめずらしくありません。 

民間の賠償保険もありますが、様々なリスクやコス

トを考えると、結局は日頃の労務管理をしっかり行う

ことが最も合理的な選択なのです。 

◆◆◆◆就業規則等就業規則等就業規則等就業規則等はははは整備整備整備整備していますしていますしていますしていますかかかか？？？？    

後々のトラブルを予防するためには、「社員は健康

診断を受診しなければならないこと」や「会社が受診

を命じることができること」を、就業規則に規定して

おくことはもちろんですが、受診しない社員に対する

指導や懲戒については書面で残しておくことが重要

です。 

また、既往歴や持病があったり、診断の結果、異常

が認められたりした社員については、労働時間の管理

や業務の見直しを行うことも重要です。 

過労死につながりやすい、脳・心臓疾患の最大の発

症要因となっている、「血圧」「血糖値」「コレステロ

ール値」「肥満」は，定期健康診断等の結果から、あ

る程度発症リスクを事前に把握することが可能です。 

春先に健康診断を行う会社が多いですが、今年はぜ

ひこうした観点から健康管理について考えてみまし

ょう。



 

 

 

 

 

 

    

    
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自民党自民党自民党自民党マニフェストにおけるマニフェストにおけるマニフェストにおけるマニフェストにおける雇用分野等雇用分野等雇用分野等雇用分野等のののの概要概要概要概要はははは？？？？    

平成平成平成平成 24242424 年年年年 12121212 月月月月 16161616 日日日日にににに行行行行われたわれたわれたわれた第第第第 46464646 回衆院選回衆院選回衆院選回衆院選においてにおいてにおいてにおいて、、、、定数定数定数定数 480480480480 議席議席議席議席のうちのうちのうちのうち自民党自民党自民党自民党がががが 294294294294 議席議席議席議席をををを獲得獲得獲得獲得しましたしましたしましたしました。。。。

公明党公明党公明党公明党のののの 31313131 議席議席議席議席をををを合合合合わせるとわせるとわせるとわせると、、、、参院参院参院参院でででで否決否決否決否決されたされたされたされた法案法案法案法案をををを衆院衆院衆院衆院でででで再可決再可決再可決再可決できるできるできるできる３３３３分分分分のののの２２２２をををを超超超超えるえるえるえる 325325325325 議席議席議席議席となるためとなるためとなるためとなるため、、、、

自民党自民党自民党自民党・・・・公明党公明党公明党公明党はははは連立連立連立連立をををを組組組組むこととしむこととしむこととしむこととし、、、、同月同月同月同月 26262626 日日日日、、、、第第第第２２２２次安倍内閣次安倍内閣次安倍内閣次安倍内閣がががが発足発足発足発足しましたしましたしましたしました。。。。    

このこのこのこの選挙選挙選挙選挙においてにおいてにおいてにおいて、、、、政権政権政権政権のののの中心中心中心中心にあるにあるにあるにある自民党自民党自民党自民党はははは、、、、どどどどのようなのようなのようなのような公約公約公約公約をををを掲掲掲掲げていたのかげていたのかげていたのかげていたのか？？？？    

雇用雇用雇用雇用やややや労働労働労働労働のののの分野分野分野分野にににに着目着目着目着目してしてしてして、、、、主要主要主要主要なものをピックアップしてみますなものをピックアップしてみますなものをピックアップしてみますなものをピックアップしてみます。。。。    

最新情報 

「「「「経済成長経済成長経済成長経済成長」」」」というテーマのというテーマのというテーマのというテーマの中中中中でででで、、、、雇用雇用雇用雇用やややや労働労働労働労働についてについてについてについて、、、、次次次次のようなのようなのようなのような公約公約公約公約がががが掲掲掲掲げられていますげられていますげられていますげられています。。。。    

○○○○    法人税法人税法人税法人税のののの大胆大胆大胆大胆なななな引引引引きききき下下下下げによるげによるげによるげによる雇用雇用雇用雇用のののの拡大拡大拡大拡大につながるにつながるにつながるにつながる企業環境企業環境企業環境企業環境のののの整備整備整備整備    

 日本企業が世界で勝負するためには、税制を含めた競争条件のイコールフッティングが必要であり、日本

を拠点に海外で活動できるだけでなく、海外の企業が日本に進出する環境を整える必要があります。その

ため、法人税については、国際的整合性及び国際競争力の強化の観点から、社会保険料を含む企業の実質

的な負担に留意し、法人税を国際標準に合わせて思い切って減税します。 

○○○○    若者若者若者若者のののの就職応援就職応援就職応援就職応援    

 就職活動を頑張っている若者が前向きになれるよう、将来を見通せる雇用制度に再整備します。特に、公

的機関と大学が連携し、新規学卒で就職できなかった人を孤立化させない取り組みを行います。技能・技

術、実践的知識を身につける職業教育・キャリア教育の強化、インターンシップの拡充、年長フリーター

等（25 歳〜39 歳）を重点とした正規雇用化の支援や産学官が連携しての人材育成等を活用します。それ

により、後継者不足の業種等、人を必要としている産業への雇用システム・求職マッチングを円滑かつ強

力に支援し、労働力の流動化など健全な競争を通じて人材が適切に配置される「適材適所社会」を目指し

ます。10% 前後の若年層の失業率を４年で半減させることを目指します。 

○○○○    女性女性女性女性のののの就業環境就業環境就業環境就業環境のののの整備整備整備整備    

 女性への就労支援、特に子育て中の母親への支援として、再就職に積極的に取り組む企業に対する支援制

度の創設、マザーズハローワーク事業の拡充等を実施するとともに、資格取得についても支援し、就業と

出産・育児の両立、つまりは継続して働くことが可能な環境を整えます。新しい家族像、家族ビジョンを

踏まえ、夫婦が共に働き、共に家事を負担（協働・分担）できるワークライフバランスを推進します。 

○○○○    高齢者高齢者高齢者高齢者のののの社会参画社会参画社会参画社会参画、、、、生涯現役社会実現生涯現役社会実現生涯現役社会実現生涯現役社会実現    

 人生 100 年時代を見据え、働く意欲のある高齢者の方々が個人の能力・経験を活かし、生涯現役として働

きやすい環境を整え、「生涯現役社会」の実現に向け、65 歳までの雇用の着実な実現や定年延長等に加え、

「70 歳はつらつ現役プラン」として 50 歳代からの定年後のキャリア形成についてカウンセリング等の支

援と職業教育訓練を行います。 

 シルバー人材センターの活用に加え、高齢者の方々の起業や就職についても後押しします。さらに、職域

の拡大や処遇の改善に取り組む事業者に対する支援とともに、65 歳以上の方を継続して雇い入れる事業者

に対する助成も行います。 

あとがきあとがきあとがきあとがき◆◆◆◆一年一年一年一年ででででもっとももっとももっとももっとも寒寒寒寒いいいい時期時期時期時期ですがですがですがですが、、、、事務所近事務所近事務所近事務所近くのハナミズキはもうつぼみのくのハナミズキはもうつぼみのくのハナミズキはもうつぼみのくのハナミズキはもうつぼみの芽芽芽芽をををを付付付付けていますけていますけていますけています。。。。春春春春まであとまであとまであとまであと少少少少しししし

ですねですねですねですね。。。。新年度新年度新年度新年度にににに向向向向けてけてけてけて準備準備準備準備をををを進進進進めていきましょうめていきましょうめていきましょうめていきましょう。。。。    

2/1  2/1  2/1  2/1  ●贈与税の申告受付開始 

2222/10/10/10/10 ●一括有期事業開始届の提出 

（建設業）  

主な対象事業：概算保険料 160 万円未満で

かつ請負金額が 1 億 9000 万円未満の工事 

●１月分の源泉所得税、住民税特別徴収税

の納付 

 

2/16 2/16 2/16 2/16 ●所得税の確定申告受付開始 

2/22/22/22/28888    ●1 月分健康保険料・厚生年金保険料の支払    

                 ●じん肺健康診断実施状況報告書の提出 

                    ●固定資産税（都市計画税）納付（第４期分） 

                    ●12 月決算法人の確定申告・6 月決算法人の中

間申告 

                    ●3 月・6 月・9 月決算法人の消費税の中間申告 

おおおお仕事仕事仕事仕事    

カレンダカレンダカレンダカレンダ


